
  
 
 
 
 

北九州市いきいき長寿プラン 

（2018～2020 年度）分 

 
 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
公募説明会資料 

 

 
《再公募》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元（２０１９）年５月２２日（水） 
北九州市保健福祉局介護保険課 

 
 

応募書類 様式集 



（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

 

申込意向確認書 
（定期巡回・随時対応型訪問介護看護 公募） 
令和元（2019）年 7 月 22 日（月）17 時 15 分までに提出してください 

応

募

予

定

者 

法 人 名  

（ふりがな）  

代表者名                      印 

法人所在地 
又は代表者住所 

〒  － 

 

電話番号  FAX  

備 考  

担

当

者 

担当者名  

電話番号  FAX  

E-mail アドレス  

事

業

所

の

予

定 

開設予定地 
地番  

住所  

サービス提供圏域 
 
 
 

利用者見込み 
初年度   名 
次年度   名 

開設予定日 平成  年  月  日 

上記以外の併設予

定の施設・事業 

  

  

  
※利用者見込みは、事業所の登録者数の見込みを記載してください 

 
◎ 建設予定地の位置図を添付してください（およその敷地部分を明記したもの） 
○ 内容は現在、予定されている範囲内で記入してください 

  ○ 応募締切までに、連絡先、建設予定地に変更があればご連絡をお願いします 
 
    ◎提出先 北九州市保健福祉局介護保険課 施設サービス係  
          電話 093－582－2771  FAX 093－582－5033 
         〒803－8501 北九州市小倉北区城内 1 番 1 号 北九州市役所 9 階 

№ 
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提出書類一覧表（チェック表）

NO 提出書類  様式・内容など  提出 データ 頁
チェッ
ク欄

1  提出書類一覧表(チェック表)  ◎ 2-3

2  地域密着型サービス事業公募申込書  (様式1）  ◎  ● 4

3  事業所整備調書  (様式2-1、2-2、2-3、2-4）  ◎  ● 5-8

4  法人調書  (様式3）  ◎  ● 9

5  監査結果通知・是正改善状況報告書
 ※介護保険事業に関する監査指導結果
（様式3法人調書の指導監査について記
入したものにかかる通知・報告書）

 ○

6  第三者評価の結果・その後の取組み状況
 ※その後の取組状況について、任意様
式に記載し提出すること

 ○

7
 介護保険法第７０条第２項各号等の規定に
該当しない旨の誓約書

 （様式4） ※役員等氏名は自署すること
 ※両面印刷もしくは袋とじをすること
 ※ふりがな、管理者の記載漏れ注意

 ◎  ● 10-11

8  経歴書(法人代表者)  （様式5-1）  ◎  ● 12

9  経歴書(管理者)
 （様式5-2）　※管理者予定者
 ※必ず人選して提出すること

 ◎  ● 13

10  経歴書(オペレーター)
 （様式5-3）　※オペレーター予定者
 ※必ず人選して提出すること

 ◎  ● 14

11  経歴書（計画作成責任者）
 （様式5-4）　※計画作成責任者予定者
 ※必ず人選して提出すること

 ◎  ● 15

12  No8～11に係る資格証・研修修了証等  ○

13  運営方針等の提案について
 （様式6-1、6-2）
 ※様式6の一覧も提出すること

 ◎  ● 16-18

14  法人の定款  ※原本証明、袋とじを行うこと  ◎

15  法人の印鑑証明書  ※原本  ◎

16  法人の登記簿謄本（全部証明）  ※原本  ◎

17  株主総会・理事会等議事録

 ※原本証明、(複数枚の場合)袋とじを行
うこと
 ※今回公募に応募する定期巡回・随時
対応型訪問介護看護の開設等を議決し
た内容のもの

 ◎

18  決算書（直近２期分）
 ※原本証明、袋とじ(複数枚の場合)を行
うこと
 ※新設法人の場合不要

 ◎

19  監査結果通知・是正改善状況報告書  ※法人監査指導結果（会計監査等）  ○

20  見積書（建築工事費）  （任意様式）　※設計事務所によるもの  ◎

21  設備備品購入費の積算等
 （任意様式）　※見積書、または内容と金
額がわかるもの

 ◎

22  預貯金残高証明書  令和元（2019）年5月1日時点  ◎

23  借入金額の根拠資料等

 ※融資証明書、または融資の確約書や
覚書等の写し
 ※証明等が無い場合は、金融機関との
協議記録（任意様式）

 ◎

24  借入金の償還計画
 （任意様式）　※金融機関が発行する償
還計画表の写し

 ◎

25  資金収支(見込)計算書
 （様式7-1、7-2）　※併設分を含め、事業
ごとに2年分を提出すること

 ◎  ● 19-20

26  人員配置予定表
 （様式8-1、8-2）　※併設分を含め、事業
ごとに2年分を提出すること

 ◎  ● 21-22

※　提出書類は一覧表の順番に並べ、チェック欄で確認して提出してください。

法
人
概
要

計
画
概
要

※　提出欄の「◎」は必ず提出が必要なもの、「○」は該当する場合提出が必要なものです。
※　データ欄に「●」があるものは、紙による提出と併せ、CD-Rでのデータ提出が必要です。
※　様式が定められているものについては、必ず今回配布分の様式を使用してください（過去の公募で配布
　した様式等は使用しないでください）

資
金
計
画

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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提出書類一覧表（チェック表）

NO 提出書類  様式・内容など  提出 データ 頁
チェッ
ク欄

27  事業所の開設について  （様式9-1）  ◎  ● 23

28  事業所開設予定地・建物の状況
 （様式9-2）
 ※必要な資料も添付すること

 ◎  ● 24

29  設置場所・周辺環境について  (様式9-3）  ◎  ● 25

30
 土地・建物の贈与契約書・売買契約書
 土地賃貸借契約書

 （任意様式） ※原本証明、(複数枚の場
合)袋とじを行うこと

 ◎

31  土地・建物登記簿謄本（全部証明）  ※原本  ○

32  位置図  ※開設予定地を明示した住宅地図等  ◎

33  カラー写真（周辺もわかるもの）
 ※２方向（２枚）以上、正本・副本もカラー
を添付のこと

 ◎  ●

34  字図（開設用地の地番がわかるもの）  ◎

35  字図（隣接地権者名を記載したもの）  ◎

36

 建築設計図
　・敷地配置図
　・平面図
　・立面図

 　Ａ３版、カラー不可
　縮尺は1/200又は1/300
　建物と敷地境界との距離を明示すること
　平面図には、設備機器や家具など可能
な範囲で記載すること
　面積基準がある設備については、内法
で面積を記載すること

◎ ●

37  工事工程表  （任意様式）  ○

38  自治会等の区域図  ※自治会等の範囲を示した地図  ◎

39  地域住民等への説明状況一覧  （様式10）  ◎  ● 26

 様式・内容など  備考 データ 頁

40  申込意向確認書
 ※提出期限　令和元（2019）年7月22日
（月）

 ◎ 1

41  暴力団排除に係る誓約書
 （様式11）　※（No7と一致させること）
※両面印刷もしくは袋とじをすること

 ◎  ● 27-28

42  公募に関する質問票  ― 29

43  通信機器及びシステムの仕様
 メーカーが発行するパンフレット等（仕様
がわかるもの）

 ◎

 ※一つの字図でも可
 ※隣地権者名は手書き記載可
 ※隣地権者名は道路や水路を隔てた地
権者も含む（記載漏れ注意）

そ
の
他

提出書類

土
地
・
建
物

【その他の資料】

地
域
関
係

賃貸の場合なし

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式１ 

  年  月  日 
北九州市長 様 

 
法人名  

住 所  

役職名  

代表者名  印 
 

地域密着型サービス事業公募申込書 
 

標記について、書類等を添付して提出いたします。 

記 

１ 応募する事業等 

事 業 名 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

事業所（施設）名 （仮称） 

サービス提供圏域 
 
 
 
 

開設予定地 
字図地番     区  

※(№27)様式 9-1・（№28）様式 9-2・（No31)登記簿謄本と一致させること 

住 所     区  
※住所を記載すること（字図地番ではないので注意） 

開設予定日    年   月   日 
※(No37)工事工程表と一致させること 

 
２ 担当者連絡先 

担当者名  

連

絡

先 

住 所 
〒  － 

 

TEL  

FAX  

E-mail  
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様式２－１

１ 法人名及び事務所所在地

法　人　名

担当者名 担当者所属

電  話 ＦＡＸ

E-mail

＊　担当者連絡先は、(No2)様式1と一致させること

２ 事業所の概要

区分

本体事業所

階建 建築面積

（※本体事業所 階部分）

※実測 0 ㎡

＊　利用者見込は、事業所の登録者数の見込みを記入すること。

３ 立地環境

４ 事業所の特徴

周辺環境

事業所の特徴

事業所の
構造等

（例）

ＪＲ○○駅下車徒歩○○分。駐車場○○台整備予定　など

※事業所の設備等の特徴について簡潔に記入すること

（例）
　事務室の状況、受付・相談等に対応するスペースなど

（例）

進入路が２方向以上確保されている　　など、立地面での特徴

0 ㎡

近隣に商店街や学校等があり、にぎやかな住宅街である

延床面積

法人事務所
所　在　地

利用者見込

　　　名

交通の便

担当者連絡先

事業所整備調書

〒　　　－

併設事業所等

（併設しない場
合は記載不要）

事業所名（仮称）種　別

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

建物の構造

敷地面積
0 ㎡ （※本体事業所部分）

0 ㎡

0 ㎡

　　　　造

（仮称）

利用者数

（定期巡回･随時対応型訪問介護看護）
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様式２－２

５ 敷地の状況

所在地（地番） 登記面積 （実　測） 地目
自己所有・
売買・賃貸

0 ㎡ 0 ㎡）（ 

合　　計 0 ㎡ 0 ㎡）（ 

＊　地番及び面積等は、(№27)様式９－１・（№28）様式９－２・(№31)登記簿謄本と一致させること

６ 資金計画（全体）　※併設事業所含む （単位：千円）

自己資金 その他

(法人預金等) （　　　　）

事業所整備費（１）
（建築工事費）
設備整備費（２）
（設備・備品等）

その他工事費（３）
（外構・解体・造成・設計管理・諸経費・事務費等）

土地・建物購入費等（４）

※④

※① ※③

＊　※①、※②、※③は、（№3）様式２－３と一致させること
＊　※④ は、（№3）様式２－４の ※⑤ 以上になっていること
＊　事業所整備費（１）について、事業所の新築・増改築等ハード整備に係る費用について計上し、見積書（建築工事費）
　 を添付すること⇒(No20)
＊　建築工事費の見積書に外構・解体・造成・設計管理・諸経費・事務費等を含む場合は、その部分をその他工事費
　 (3)へ計上すること
＊　設備整備費（２）について、見積書、または内容と金額がわかる資料（任意様式）を添付すること⇒(No21)
＊　その他工事費（３）・土地・建物購入費等（４）について、内訳の詳細が分かる資料（任意様式）を添付すること
＊　事業所整備費（１）・設備整備費（２）・その他工事費（３）・土地・建物購入費等（４）について、消費税（10％）を含んだ額
　 を計上すること

■上記のうち、定期巡回・随時対応型訪問介護看護のみの額を記入 （単位：千円）

自己資金 その他

(法人預金等) （　　　　）

事業所整備費（１）
（建築工事費）
設備整備費（２）
（設備・備品等）

その他工事費（３）
（外構・解体・造成・設計管理・諸経費・事務費等）

土地・建物購入費等（４）

運転資金（５）

総費用（A）
(1)+(2)+(3)+(4)+(5)

＊　他の併設事業が無く、資金計画（全体）と同額であっても必ず記載すること（記載漏れ注意）

総費用（A）
(1)+(2)+(3)+(4)+(5)

区分 事業費

運転資金（５）

(元金)

事業費の内訳

区分 事業費
事業費の内訳

借入金

(元金)

所有者（登記上）

借入金

※②

（定期巡回･随時対応型訪問介護看護）

6



様式２－３

①自己資金の内訳 （単位：千円）

種　　別 金　　額 内　　訳

（例）普通預金 （例）○○銀行○○支店

（例）当座預金 （例）○○銀行○○支店

※①

＊　※①は、（№3）様式２－２と一致させること

＊　挙証資料を添付すること⇒(No22)

②借入金の内訳 （単位：千円）

借入先 金　　額 内　　訳

（例）○○銀行○○支店 （例）○年償還

※②

＊　※②は、（№3）様式２－２と一致させること

＊　挙証資料を添付すること⇒(No23,24)

③その他(　　　　　　)の内訳 （単位：千円）

種　　別 金　　額 内　　訳

※③

＊　※③は、（№3）様式２－２と一致させること

＊　挙証資料を添付すること

合　　計

合　　計

合　　計

（定期巡回･随時対応型訪問介護看護）
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様式２－４

７　借入金の状況

元　金
利率
(%)

利　息 合　計
介護保険

収入
合　計

（　　　銀行）

（　　年償還）

（　　　銀行）

（　　年償還）

（　　　銀行）

（　　年償還）

（　　　　　）

（　　年償還）

（　　　　　）

（　　年償還）

合　計

＊　今回の事業に係る借入先は、全て記載すること

＊　挙証資料(No23,24)の金額と一致すること

８　資金収支(見込）

①事業開始後（１年目） （単位：千円）

人件費 事業経費等 支出計

本体事業所

②事業開始後（２年目） （単位：千円）

人件費 事業経費等 支出計

本体事業所

＊　（№25）様式７－１、７－２と一致させること

※⑤
支出計 × 3/12

合計

＊　（№25）様式７－１、７－２と一致させること

併設事業所等

（併設しない場合
は記載不要）

収支差額

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

区分 種　　別 収　入
支　　出

合計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

併設事業所等

（併設しない場合
は記載不要）

収　入
支　　出

収支差額区分 種　　別

借入先
償還総額　（千円） 左記の財源内訳　（千円）

＊　※⑤ は、（№3）様式２－２の※④ 以下になって 

　　　いること

（定期巡回･随時対応型訪問介護看護）
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式３ 

法人調書 

１ 法人の概要等 

法 人 名  

法人事務所 
所 在 地  

法人設立年月日  

代
表
者 

氏 名  印 年

齢   歳 就任年月日  

住 所  

職 業  

既
設
の
介
護
保
険
事
業
概
要(

※) 

事業所名 事業種別 定員 指定年月日 建設補助の有無 
     
     
     
     
     
     
     
     

  ※既存事業者は市内事業所のみ記載、介護予防事業所についても要記載 

※複数ある場合は指定年月日の古い順に記載し、欄が不足する場合は別紙（任意様式）に記載 

２ 運営状況 

（１）指導監査 

市・県・国の指導監査を 
受けた事業所名 

（平成 29～30 年度） 

指導監査

実施年度 
指導監査等の種類 

（書面・実地・その他） 
指摘事項 
の有無 

是正改善状況 
（改善済・一部改善済・未改善） 

   有・無  
     
     
     
     
     

  ※｢一般指導監査結果通知書｣及び｢措置結果及び是正改善の状況報告書｣を添付、一部改善済の場合は現在の改善状況を添付 

（２）第三者評価・外部評価・情報の公表制度実施の有無 

第三者評価等を受けた事業名 
（過去に受けたものすべて） 評価機関名 受けた時期 備考 

    
    
    

  ※過去に第三者評価等を受けている場合は、受けた後の取組み内容を任意様式で提出のこと 

今後受ける予定の事業名 評価機関名 予定時期 備考 
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　提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。 様式4  

介護保険法第７０条第２項各号等の規定に該当しない旨の誓約書

　　北 九 州 市 長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　称 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所　サービス種別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所番号

　　申請者が、別記各号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

　この文書での「介護保険法第７０条第２項各号等」とは、以下の条項を指します。

　　居宅サービス事業所：介護保険法第７０条第２項各号、介護予防サービス事業所：第１１５条の２第２項各号、居宅介

　護支援事業所：第７９条第２項各号、介護老人福祉施設：第８６条第２項各号、介護老人保健施設：第９４条第３項各号、

　介護医療院：第１０７条第３項各号、条地域密着型サービス事業所：第７８条の２第４項各号、地域密着型介護予防サー

　ビス事業所：第１１５条の１２第２項各号、介護予防支援事業所：第１１５条の２２第２項各号、介護療養型医療施設：

　健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を

　有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法第１０７条第３項各号

　　年　　月　　日
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（別記）該当していないことを確認する事項 （裏面）
(注)①　特に記載のない限り、条文は介護保険法のものです。但し、「旧法」とは、健康保険法等の一部を改正する法律
 （平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の
 規定による改正前の介護保険法をさします。

１　申請者が法人でない。
２　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第７４条第１項又は第１１５条の４第１項
　の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数を満たしていない。
３－１　申請者が、第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って
　適正な居宅サービスの事業の運営をすることができないと認められる。
３－２　申請者が、第１１５条の４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
　支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護
　予防サービス事業の運営をすることができないと認められる。
４　申請者又はその役員等が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな
　るまでの者である。
５　申請者又はその役員等が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの
　の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である。
５－２　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行
　を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
５－３　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）の
　定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。
　以下「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納
　処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日
　以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負
　うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。
６－１　申請者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日から起算
　して５年を経過しない者である。
６－２　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通
　知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった。
６－３　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人でない病院等で、当該通知があった日前６０日以内に当該病院等の管理
　者であった。
６－４　申請者と密接な関係を有する者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、
　その取消しの日から起算して５年を経過しない者である。
７－１　申請者が、第７７条第１項等の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定によ
　る通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７５条等の規定に
　よる事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。
　ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
７－２　申請者が、第７６条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日までの間に第７５条等
　の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者
　である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
８－１　前号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合にお
　いて、申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人の役員等で、当該届出の日か
　ら起算して５年を経過しないものである。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由があ
　る法人を除く。
８－２　第７号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合に
　おいて、申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人でない病院等の管理者であ
　った者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退
　について相当の理由がある法人を除く。
９　申請者又はその役員等が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし
　た者である。

②　「病院等」とは病院、診療所及び薬局を意味します。
③　２においては、「第７４条第１項又は第１１５条の４第１項」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第１項」に、介
　護老人福祉施設は、「第８８条第１項」に、介護老人保健施設は、「第９７条第１項及び第２項」に、介護医療院は、
　「第１１１条第１項及び第２項」に、介護療養型医療施設は「旧法第１１０条第１項」に、地域密着型サービスは「第

　「第１１５条の１４第２項又は第４項」と「地域密着型介護予防サービス」に、介護予防支援事業所（地域包括支援セン
　ター)は、「第１１５条の２４第２項」と「指定介護予防支援」に読み替えます。また、介護予防支援事業所（地域包括

　７８条の４第１項又は第１１５条の１４第１項」に、介護予防支援事業所（地域包括支援センター）は、「第１１５条の

④　３－１においては、「第７４条第２項」と「居宅サービスの事業」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第２項」と
　「居宅介護支援の事業」に、介護老人福祉施設は、「第８８条第２項」と「介護老人福祉施設」に、介護老人保健施設は、
　「第９７条第３項」と「介護老人保健施設」に、介護医療院は、「第１１１条第３項」と「介護医療院」に、介護療養型

⑨　個人開設の病院等で可能なサービスにおいて個人で指定を受ける場合、１はこの事項から除外します。また、６－２以
　降の「申請者の役員等」は、「申請者又はその役員等」と読み替えます。
⑩　９において、「居宅サービス等」とは、第２３条に規定されているとおりです。

⑦　６－１以降の「第７７条第１項等」とは、第７７条第１項、第７８条の１０第１項、第８４条第１項、第９２条第１項、
　第１０４条第１項、第１１４条の６第１項、旧法第１１４条第１項、第１１５条の９第１項、第１１５条の１９第１項、
　及び第１１５条の２９第１項を指します。
⑧　７以降の「第７５条等」とは、第７５条、第７８条の５、第７８条の８、第８２条、第９１条、第９９条、第１１３条、

　２４第１項」に読み替えます。

　４項」と「地域密着型サービスの事業」に読み替えます。

　旧法第１１３条、第１１５条の５、第１１５条の１５、及び、第１１５条の２５を指します。

　支援センター)は、「設備及び」を削除します。
⑥　介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスのみ事業所及び介護予防支援事業所（地域包括支援センター）の場合
　は、３－１は除外します。また、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスの指定を受けていない場合は、３－２
　は除外します。

　医療施設は「旧法第１１０条第２項」と「介護療養型医療施設」に、地域密着型サービスは「第７８条の４第２項又は第

⑤　３－２においては、「第１１５条の４第２項」と「介護予防サービス」を、地域密着型介護予防サービス事業所は、
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式５－１ 

法 人 の 代 表 者 経 歴 書 
 

法人名 
 

フリガナ   
 
生年月日 

 
 
      年   月   日 

 
氏名 

 

 
住所 

(郵便番号       －      ) 
 

電 話 番 号 

 

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 役職・職務内容 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

職務に関連する資格 
資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

  

備 考（研修等の受講の状況等） 
  

  
備考１ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

    ２ 当該代表者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宣拡張して、 
     その全てを記入してください。 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式５－２ 

事 業 所 の 管 理 者 経 歴 書 
 

フリガナ   
 
生年月日 

 
 
      年   月   日 

 
氏名 

 

 
住所 

(郵便番号       －      ) 
 

電 話 番 号 

 

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 役職・職務内容 
    
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

職務に関連する資格 
資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

  

備 考（研修等の受講の状況等） 
 

  
備考１ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式５－３ 

事 業 所 の オ ペ レ ー タ ー 経 歴 書 
 

フリガナ   
 
生年月日 

 
 
      年   月   日 

 
氏名 

 

 
住所 

(郵便番号       －      ) 
 

電 話 番 号 

 

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 役職・職務内容 
    
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

職務に関連する資格 
資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

  

備 考（研修等の受講の状況等） 
 

  
備考１ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

２ オペレーターは、看護師、介護福祉士、医師、保健師、社会福祉士、准看護師、又は介護支援専

門員でなければならない。 
ただし、利用者の処遇に支障がない場合であって、サービス提供時間帯を通じて、看護師、介護

福祉士等又は看護職員との連携を確保しているときは、サービス提供責任者（指定居宅サービス等

基準 第５条第２項のサービス提供責任者又は指定介護予防サービス等基準 第５条第２項のサー

ビス提供責任者をいう。）の業務に３年以上従事した経験を有するものをもって充てることができる。 
 
 
 
 

14



（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式５－４ 

事 業 所 の 計 画 作 成 責 任 者 経 歴 書 
 

フリガナ   
 
生年月日 

 
 
      年   月   日 

 
氏名 

 

 
住所 

(郵便番号       －      ) 
 

電 話 番 号 

 

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 役職・職務内容 
    
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

職務に関連する資格 
資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

  

備 考（研修等の受講の状況等） 
 

  
備考１ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

    ２ 計画作成責任者は、オペレーター、定期巡回サービスを行う訪問介護員等、随時訪問サービスを

行う訪問介護員等、訪問看護サービスを行う看護師等の従業者のうち、看護師、介護福祉士、医師、

保健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援専門員から一人以上を選任しなければならないことと

しており、オペレーターの要件として認められているサービス提供責任者として３年以上従事した

者については計画作成責任者としては認められない。 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式６（運営方針） 

運営方針等の提案について 
 

○ 運営方針等について、説明会資料 14～15 ページの評価項目（審査の着眼点及び配点）を参考に、

別紙の様式で提出してください。 

○ 次の項目ごとに枚数制限の範囲内で提案内容等をまとめてください。 

○ 枚数制限を超えた提案や、過去の公募の様式等で応募した場合は、減点の対象となるのでご注 

意ください。 

○ 提案書は、応募法人の当該事業所に対する考え方や取組みの具体性等を評価するものです。 

○ 他の法人の提案書から転用していることが判明した場合は、失格となることがあります。 

○ 提案書の大部分が外部の著書（インターネットを含む）の文言を引用している場合は、評価され

ないことがあります。 

※ この一覧表も合わせて提出すること 

 

 

 

№ 項    目 
枚数制限 

（A4 判片面） 様式 記載内容 

1 法人の経営理念、事業所の基本方針 

項目ごとに 

1 枚 以内 

 

(要旨を簡潔に

まとめること） 
 

様式６－１ ○ 基本的な考え方 

２ 安定した事業運営に向けた取組み 

様式６－２ 

① 基本的な考え方 

 

② 具体的な取組み 

 

③ 取組みを実現し継続す

るための課題と方策 

3 利用者増対策 

4 
利用者一人ひとりへの質の高いサー

ビス提供 

5 認知症高齢者ケア 

6 主治の医師との連携 

７ 居宅介護支援事業者等との連携 

8 地域包括支援センター等との連携 

9 職員の育成・職場環境 

10 人員の確保等 

11 利用者への情報提供・情報公開 

12 利用者の尊厳の保持 

13 苦情解決の仕組み 

14 虐待防止対策 

15 個人情報保護対策 

16 緊急・事故発生時の対応 

17 感染症や食中毒等の対策 

18 
地域包括ケアシステムに関する取組

み 

19 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所としての創意工夫や取組みの特

徴 

20 随時訪問の提供方法 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式６－１ 
 

運営方針等について（１） 

№  項目  

基本的な考え方 
 

  ※ （枚数制限は１枚） 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

 
様式６－２ 

 

運営方針等について（２） 
 

№  項目  

① 基本的な考え方 
 

② 具体的な取組み 
 

③ 取組みを実現し継続するための課題と方策 
 

※ 項目ごとの幅の変更は可（制限枚数は１枚） 
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様式７－１

事業名 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

利用者数（見込）

年間合計(千円) 積算根拠等(人数や数量など必ず記入)

介護報酬 （例）単位×10.21×12ヶ月×○人

利用者負担（1割負担分）　　等

管理者 （例）（○千円/月×12ヶ月＋賞与○千円）×○人

オペレーター

計画作成責任者

看護職員(常勤)

看護職員(非常勤)

介護職員(常勤)

介護職員(非常勤)

事務員

福利厚生費

交通費　　　　　　　　　　等

食材料費

水道光熱費

電話通信料

旅費交通費

車維持費

車リース料

設備リース料

保険料

備品消耗品費

その他事務経費

固定資産税

法人税等

借入返済金

土地賃貸料

建物賃貸料

外部委託経費　　　　　　　等

◎記入上の注意
※利用者数（見込）は、事業所の登録者数の見込みを記載すること
※事業開始から２年間分を提出すること１年目は開設日を起点とする１２ヶ月（年度ではない）
※利用者数（見込）は年間の平均数を記載すること
※積算根拠(例)については一般的な例示であるため、例示に関わらず必要な内容を記載すること
※上記以外にも詳しい算定根拠があれば、別紙(様式任意)で添付すること
※併設事業を新規に立ち上げる場合は、それぞれ事業ごとに作成すること
※人件費については、(№26)様式８－１の内容と一致させること
※借入返済金の額（併設事業を含む合計額）は、(No24)償還計画表の年額と一致すること
※（№3）様式２－４の「８　資金収支(見込）」と一致させること

人件費 小計 ②

事
業
経
費
等

事業経費等 小計 ③

資金収支(見込）計算書

事業開始後　○年目

（R○年○月～R○年○月）

内　　　訳

支出計 ④

収支差額 ⑤＝①－④

収
入

収入計 ①

支
出

人
件
費

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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様式７－２

事業名

利用者数（見込）

年間合計(千円) 積算根拠等(人数や数量など必ず記入)

◎記入上の注意
※事業開始から２年間分を提出すること１年目は開設日を起点とする１２ヶ月（年度ではない）
※利用者数（見込）は年間の平均数を記載すること
※積算根拠(例)については一般的な例示であるため、例示に関わらず必要な内容を記載すること
※上記以外にも詳しい算定根拠があれば、別紙(様式任意)で添付すること
※併設事業を新規に立ち上げる場合は、それぞれ事業ごとに作成すること
※人件費については、（№26）様式８－２の内容と一致させること
※借入返済金の額（併設事業を含む合計額）は、(No24)償還計画表の年額と一致すること
※（№3）様式２－４の「８　資金収支(見込）」と一致させること

支出計 ④

収支差額 ⑤＝①－④

事業経費等 小計 ③

人
件
費

人件費 小計 ②

事
業
経
費
等

資金収支(見込）計算書（※その他の事業を併設する場合に記載）

支
出

収
入

内　　　訳

収入計 ①

事業開始後　○年目
（R○年○月～R○年○月）

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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様式８－１

常勤 非常勤

管理者 0人

オペレーター 0人

計画作成責任者 0人

看護職員(常勤) 0人

看護職員(非常
勤)

0人

介護職員(常勤) 0人

介護職員(非常
勤)

0人

事務員 0人

その他 0人

（連携事業者） 0人

看護職員　　　等 0人

0人

◎記入上の注意
　　※利用者数（見込）は、事業所の登録者数の見込みを記載すること
　　※事業開始から２年間分を提出すること１年目は開設日を起点とする１２ヶ月（年度ではない）
　　※利用者数（見込）は年間の平均数を記載すること
　　※併設事業を新規に立ち上げる場合は、それぞれ事業ごとに作成すること
　　※(№25)様式７-１の人件費の内容と一致させること
　　※兼任の職員がいる場合は、備考欄に兼務先と兼務割合を必ず記載すること
　　※非常勤の職員については、備考欄に１人あたりの常勤換算による割合を必ず記載すること
　　　　　⇒（例）１人あたり0.3人分
　　※兼務職員の給与額・賞与額については、次のとおり記載すること
　　　・ 他の事業との兼務の者については、それぞれ事業ごとに兼務割合の額を記載すること
　　　　　⇒（例）250千円×0.5人分＝125千円
　　　・ 管理者と他の職務との兼務の者については、管理者の欄に記載すること（兼務割合の額ではなく、1人分の額
　　　　を記載すること）
　　　・ 他の事業者と連携する場合、連携先の人員配置状況も記載すること。

1人あたり
給与額

1人あたり
賞与額

　　　　　　　備　　　考

※兼務の場合、兼任先・兼任割合
※非常勤の場合、常勤換算による割合
※その他補足説明

内訳 （人）
兼任の
有無

職種名
基準上の
必要人数

（人）

配置予定
人数
（人）

（R○年○月～R○年○月） 利用者数（見込）

人員配置予定表

事業開始後　○年目 事業名 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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様式８－２

常勤 非常勤

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

◎記入上の注意
　　※事業開始から２年間分を提出すること１年目は開設日を起点とする１２ヶ月（年度ではない）
　　※利用者数（見込）は年間の平均数を記載すること
　　※併設事業を新規に立ち上げる場合は、それぞれ事業ごとに作成すること
　　※（№25）様式７-２の人件費の内容と一致させること
　　※非常勤の職員については、備考欄に１人あたりの常勤換算による割合を必ず記載すること
　　　　　⇒（例）１人あたり0.3人分
　　※兼務職員の給与額・賞与額については、次のとおり記載すること
　　　・ 他の事業との兼務の者については、それぞれ事業ごとに兼務割合の額を記載すること
　　　　　⇒（例）250千円×0.5人分＝125千円
　　　・ 管理者と他の職務との兼務の者については、管理者の欄に記載すること（兼務割合の額ではなく、1人分の額
　　　　を記載すること）

1人あたり
賞与額

　　　　　　　備　　　考

※兼務の場合、兼任先・兼任割合
※非常勤の場合、常勤換算による割合
※その他補足説明

内訳 （人）
兼任の
有無

基準上の
必要人数

（人）

配置予定
人数
（人）

1人あたり
給与額

職種名

人員配置予定表（※その他の事業を併設する場合に記載）

利用者数（見込）

事業名事業開始後　○年目

（R○年○月～R○年○月）

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

開設についての申立書                              様式９－１ 
 
 

事業所の開設について 
 
 

 事業所の開設にあたっては、関係法令を遵守した上で、下記に開設が可能であることを

申立てます。 

 

記 
 

№ 所在地（地番） 備考 

1   

2   

3   

4   

5   

6   

7   

8   

9   

※ 所在地（地番）等、（№3）様式２－２・（№28）様式９－２・(No31)登記簿謄本と一致させること 
 
     年   月   日 
 
          住 所 
 
          法人名  ○○○                  法人印 
           

 代表者名 ○○○ 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式９－２ 

事業所開設予定地・建物の状況        年   月   日現在 

土

地

状

況 

所在地（地番）  

地目・地積 
登記地目  登記面積 ㎡ 

現況地目  実測面積 ㎡ 

道路等の状況 

道 路 公道 ・ 私道 下水道 有 ・ 無 

幅 員 m 上水道 有 ・ 無 

ガ ス  都市ガス・プロパンガス 

土地所有権利形態 
１ 自己所有  ２ 今後取得予定（予定年月日：  年  月） 

３ 借地（予定含む）（契約期間：   年  月～   年  月[  年間]） 

都

市

計

画

法

等

の

区

分 

都市計画区域 

・市街化区域 ・市街化調整区域 

 用途地域： 

相談日           担当者 

容積率／建ぺい率 容積率    ％ ／ 建ぺい率    ％ 

高度地区 ・1種 15m ・2種 15m ・1 種 20m ・2種 20m ・なし 

防火地域 ・防火地域 ・準防火地域 ・なし 

地すべり防止区域

等危険区域の指定 
有・無 

区域の名称 

指定年月日 

その他都市計画、決

定事項 
有・無 

・地区計画・都計道路・都計公園・宅造規制区域・緑地保全地区 

・風致地区・国定公園・農用地区域・その他（          ） 

内容 

相談日           担当者 

用

地

の

状

況 

抵当権等の権利の

設定 
有・無 

権利の内容 

設定権者名 

権利抹消予定時期 

・権利抹消の見込み（具体的に             ） 

整地の必要性 要・不要 ・整地済み ・整地後に取得 ・取得後に整地 

用

地

の

規

制

状

況 

開発許可関係 
※宅地指導課への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（様式無） 

農地転用関係 
※農業委員会への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（様式無） 

埋蔵文化財関係 
※市民文化スポーツ局文化

企画課への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（様式無） 

里道・水路 

里道 有・無 
・払下げ等の見込み（具体的に             ） 

相談日           担当者 

水路 有・無 
・払下げ等の見込み（具体的に             ） 

相談日           担当者 

その他の許可 要・不要 
内 容 

相談日           担当者 

建

物

の 

状

況 

建設の状況 １ 新築 ２ 改修  ３ 増改築  竣工日：  年  月 

既存建物利用の場合 
※建築指導課への相談 

建築基準法上の用途：（                      ） 

・用途変更について  相談日      担当者 

建物所有権利形態 １ 自己所有  ２ 今後取得予定（予定年月日：平成  年  月） 

各種関係法令の適合（当該事業所の開設に支障がないか） 適 ・ 不適 

敷地に関する特徴 
※敷地の良い点や注意を要する

点・対応策などを含めて記載 

（例）敷地の２方向が道路に面しており、車や人の出入りが行いやすい 

敷地の一部に急な法面があるが・・・で対策をとる予定敷地の３方向に住宅が

接しており・・・に配慮する予定 など          ※記載漏れ注意 

  ※ 該当箇所に○を記入すること。 
※ 所在地（地番）及び面積は(№3)様式 2-2、(№27)様式 9-1 と一致すること 
※ 複数の地番がある場合は、状況が同じであれば一枚にまとめて記載すること 

  ※ 事業所開設に支障がないことを挙証する資料を添付すること（抵当権抹消契約書・関係部局との協議
記録等） 

  ※既存の建物を利用する場合は、建築基準法の検査済証を提出してください 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式９－３ 

設置場所・周辺環境について 
 

種別等 周辺施設等の名称 距離 所要時間等 

１ 訪問看護事業所  
※近い順に 2 ヶ所以上 

○○訪問看護ステーション 約  m 車・徒歩で約○○分 
○○ステーション   
   

２ 
その他介護・福祉関係

施設 
 ※比較的近いもの 

老人保健施設○○苑   
特別養護老人ホーム○○園   
   

３ 医療機関 
 ※比較的近いもの 

△△病院   
△△歯科医院   
   

４ 行政機関など 
○○市民センター   
○○区役所   
   

５ 公共交通機関 
西鉄バス○○停留所   
ＪＲ○○駅   
   

６ 

その他最寄りのもの 
 
※地域密着型として活用や連

携が期待できるもの 
 
※利便性が高いと思われるも

のや公園や緑地など 

○○市民福祉センター   
○○ストア   
○○郵便局   
○○公園   
   
   

      ※「周辺施設等」は、同じ日常生活圏域内に限らず、距離や所要時間で判断すること 

 
 

周辺環境等 内 容 

7 住宅地との位置関係 
（例） 
 住宅地に囲まれており、地域の人が立ち寄りやすい場所である 
 住宅地から少し離れているが・・・・である 

8 その他周辺環境の特徴

など  

※周辺施設や環境の内容で欄が足りない場合は、別途追加すること 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

様式１０ 
 

地域住民等への説明状況一覧 
 

■地域住民への説明状況一覧 
番

号 
地域住民名 隣接地（住所） 

説明状況 
（日時・回数など） 

開設了承

の有無 
備考 

1      

2      

3      

4      

5      

   

 
■ 自治会・町内会等への説明状況一覧 

番

号 
自治会・町内会 

等の名称 
説明会等の開催状況 
（日時・回数など） 

賛同協力

の状況 
備考 

1     

2     

3     

4     

  ※ 自治会や町内会等は、その区域がわかる資料を添付すること（地図など） 

  

   

■隣接地権者への説明状況一覧 
番

号 
隣接地権者名 隣接地（地番） 

説明状況 
（日時・回数など） 

開設了承

の有無 
備考 

1      

2      

3      

4      

  ※ 隣接地権者名を記載した字図と対応すること 

  ※ 隣接地権者の範囲は、道路や水路などを隔てた地権者も含むこと 
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様式１1　

提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。　　　　　　　　　　

暴力団排除に係る誓約書

年　　月　　日

　　　北 九 州 市 長

　所在地
申請者

（事業者）
　名　称 印

　代表者名

役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

元号
大正：Ｔ
昭和：Ｓ
平成：Ｈ

年

S 47

　４　指定（更新）、許可（更新）又は認可を受けた後に、申請者、申請者の役員又は事業所、施設の管理者若しくは施設
　　長が、上記１若しくは２の誓約に反する場合又は３のいずれかに該当する場合には、本指定（更新）に係る事業（施設
　　）の廃止の届出又は指定の辞退を行います。

　２　　外国人で日本名もある場合は、各々一列に入力すること。

【備考】　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を
　　　　有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有する
　　　　ものと認められる者を含む。）及び事業所を管理する者について記入してください。

　３　申請者、申請者の役員又は事業所、施設の管理者若しくは施設長が、次のいずれかに該当する場合には、本申請を取
　　り下げます。
　　(1) 福岡県暴力団排除条例（以下「県条例」といいます。）第２２条の規定に基づく勧告を受けた場合
　　(2) 県条例第２３条の規定に基づく事実の公表を受けた場合
　　(3) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者であった場合
　　(4) その他県条例に抵触した場合

　３　　アルファベット氏名はカタカナで入力すること。

※ 記入上の留意点
　１　　元号及び性別は、記号で記入すること。

　　申請者（事業者）は、下記のことを誓約します。
　　なお、本誓約書の内容について、北九州市長が福岡県警察本部に照会することを承諾します。

　１　申請者（事業者）は、北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（以下「介護サー
　　ビス等基準条例」といいます。）第１１条各号（介護サービス等基準条例第１６条、第１６条の５、第２１条、第２６
　　条、第２６条の６、第３０条、第３４条及び付則第７項において準用する場合を含みます。以下同じ。）、北九州市養
　　護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（以下「養護老人ホーム等基準条例」といい
　　ます。）第８条各号（養護老人ホーム等基準条例第１２条において準用する場合を含みます。以下同じ。）及び北九州
　　市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例第７条各号に該当する者ではありません。

性別
　男性：Ｍ
　女性：Ｆ月

事業所又は施設の名称

役職名等

サービスの種類

記

M4 4北九　太郎

　２　申請者、申請者の役員又は介護保険法上の指定（更新）若しくは許可（更新）の申請に係る事業所、施設の管理者若
　　しくは施設長は、次に掲げる者その他暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２の暴力団（以下「暴
　　力団」といいます。）又は同法第２条第６号の暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）と密接な関係を有する者で
　　はありません。
    (1) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している者
　　(2) 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している者
　　(3) 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している者
　　(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している者

　５　３又は４の場合、貴市に対して異議を申し立てず、かつ、損害賠償を求めません。

【例】管理者

日

生年月日
氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は半角ス
ペースで分ける）

氏名
(姓と名は全角スペースで分け
る)

　ｷﾀｷｭｳ　ﾀﾛｳ
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役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

元号
大正：Ｔ
昭和：Ｓ
平成：Ｈ

年

　 【北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例】（抜粋）
第１１条　指定居宅サービス等事業者は、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該指定居宅サービス等事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員等）又は管理者が、暴力団員による不当な行為
　　　の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は
　　　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）　暴力団員等をその事業所（当該指定に係る事業所をいう。次号において同じ。）の業務に従事させ、又は当該業務の補助者として
　　　使用していること。
（３）　暴力団員等によりその事業所の運営について支配を受けていると認められること。
（４）　福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下この条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条
　　　例第２２条の勧告(県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条第２項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限
　　　る。）に従わなかった旨の公表をされた者で、当該公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。
（５）　管理者又は役員等が前号に規定する公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経過していない者であること。
（６）　県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日
　　　から起算して５年を経過していないこと。
（７）　管理者又は役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することにより懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
　　　執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。

 　【北九州市養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等に関する条例】（抜粋）
第８条　養護老人ホームは、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該養護老人ホームを設置する法人の役員又は当該養護老人ホームの長（以下これらを「役員等」という。）が、暴力団員による
　　　不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と
　　　いう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用していること。
（３）　暴力団員等によりその運営について支配を受けていると認められること。
（４）　福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下この条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条
　　　例第２２条の勧告(県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条第２項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限
　　　る。）に従わなかった旨の公表をされた者で、当該公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。
（５）　役員等が前号に規定する公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経過していない者であること。
（６）　県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日
　　　から起算して５年を経過していないこと。
（７）　役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することにより懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
　　　ことがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。

　 【北九州市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例】（抜粋）
第７条　軽費老人ホームは、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該軽費老人ホームを設置する法人の役員又は当該軽費老人ホームの長（以下これらを「役員等」という。）が、暴力団員による
　　　不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と
　　　いう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）～（７）　「北九州市養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等に関する条例」第８条（２）～（７）と同じ。

日

生年月日

月

性別
　男性：Ｍ
　女性：Ｆ

役職名等
氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は半角ス
ペースで分ける）

氏名
(姓と名は全角スペースで分け
る)

28



（定期巡回・随時対応型訪問介護） 

※ 公募に関する審査状況については回答できません。 
 

公募に関する質問票 
 

【あて先】 

北九州市保健福祉局介護保険課施設サービス係 

FAX ０９３－５８２－５０３３ 
サービス種別 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

発
信
者 

法人名  担当者名  

住所  

電話  ＦＡＸ  

質
問
内
容 
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